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令和７年度の行財政改革推進委員会について 

 

１ 令和７年度の報告予定案件 

第５次行財政改革大綱アクションプランに基づき、下記の取組を中心に、次回以降の

行財政改革推進委員会において適宜報告をさせていただく予定です。 

 

基本方針Ⅰ みらいにつなぐ持続可能な行財政運営 

  推進項目２ 経常的な経費の抑制 

（１）市作成刊行物等の電子化（アクションプラン実施項目 No.３） 

➢ 環境に配慮した行政運営を目指すとともに、紙冊子の作成や配布に係る経費の

削減を含む、庁内全体のペーパーレス化を視野に入れた方針の策定に取り組

みます。 

（２）補助金・負担金の見直し（アクションプラン実施項目 No.９） 

➢ 補助金の交付目的、対象事業、実施効果等を改めて確認し、補助金等のあり方

について検討します。見直し結果は、令和８年度事務事業評価で活用します。 

 

基本方針Ⅱ 職員のエンゲージメントの向上で組織を強化 

  推進項目３ 業務改革による生産性の向上 

（３）ＢＰＲの推進（アクションプラン実施項目 No.25） 

➢ 市民サービス向上や業務効率化を進めるため、業務フローの洗い出しや業務プ

ロセスの検証を行い、改善効果が高い業務を選定してＢＰＲを実施します。 

➢ 今年度は調査受託事業者を決定し、調査準備（調査目的の決定、業務計画作成

など）、庁内説明を行います。業務量調査は、令和８年度から開始します。 

 

基本方針Ⅲ 効果的・効率的で安定したサービス提供の仕組みづくり 

  推進項目２ 多様な主体との連携と協働 

（４）官民連携ガイドラインの見直し（アクションプラン実施項目 No.32） 

➢ 「西東京市官民連携ガイドライン」について、直近の本市の公民連携事業等を

踏まえたハード事業面の見直し及び民間事業者からの提案受付スキームの検

討を含めたソフト事業面の見直しを行います。 

 

  推進項目３ 市民ニーズに応じた行政サービスの提供 

（５）施策評価（アクションプラン実施項目 No.36） 

➢ 第３次総合計画に基づく施策の達成状況を把握・分析し、予算への反映や後期

基本計画の策定に活用するため、施策評価（市民意識調査を含む。）を実施し

ます。（※今年度は、事務事業評価は実施しません。） 
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２ 令和７年度委員会スケジュール 

今年度は、４回程度の開催を予定しています。 

時期 開催内容 

令和７年５月 
●第１回会議 

行政評価制度の検証（R6から継続）、R7委員会スケジュール 

６月  

７月 
●第２回会議 

官民連携ガイドラインの見直し、市作成刊行物等の電子化 

８月  

９月  

10月 
●第３回会議 

補助金・負担金の見直し 

11月  

12月  

令和８年１月 
●第４回会議 

ＢＰＲの推進、施策評価 

２月  

３月  

 


